
 

瑞穂市公私連携保育法人募集要項 

１ 趣旨 

この要項は、生津小学校区において新たに保育施設を誘致し、令和９年４

月１日から開設するにあたり、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第

５６条の８第１項の公私連携型保育所及び就学前の子どもに関する教育、保

育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第３３

条において読み替えられる児童福祉法第５６条の８第１項の公私連携保育所

型認定こども園を市の指定する土地に新たに設置し、市との連携の下に保育

及び子育て支援事業の運営を継続的かつ安定的に行うことができる同項の公

私連携保育法人の募集に関し必要な事項を定めるものとする。 

２ 法人の要件 

現に保育所等（小規模保育所、保育所型認定こども園、幼保連携型認定こ

ども園を含む）を運営している社会福祉法人、学校法人、特定非営利活動法

人又は株式会社（以下「保育法人」という。）、並びに運営しようとする保

育法人 

３ 保育法人の組織 

 （１）公私連携型保育所又は公私連携保育所型認定こども園（以下「公私連

携型保育所等」という。）を経営するために必要な経済的基礎があること 

 （２）公私連携型保育所等の経営担当役員が社会的信望を有すること 

（３）公私連携型保育所等の実務を担当する幹部職員が社会福祉事業に関す

る知識又は経験を有すること 

（４）児童福祉法第３５条第５項第４号のいずれにも該当しないこと 

（５）役員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号）第９条第２１号ロに規定する役員をいう。）が暴力団員（同

法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）でないこと  

４ 保育法人の経済基盤 

（１）運用財産として公私連携型保育所等の年間運営費の１２分の１以上の

現金又は預金を有していること 

（２）直近の会計年度において、保育所を経営する事業以外を含む当該事業



 

の全体の財務内容について、３年以上連続して損失を計上していないこと 

５ 法令の遵守 

公私連携型保育所等の運営にあたっては、関係法令及び市条例を遵守する

こと。 

※設置・運営主体は保育法人となり、瑞穂市は保育法人と連携し、土地や

建物等の設置の支援を行いつつ、運営にも関与する形態です。保育法人は、

岐阜県知事の認可に代わり、瑞穂市を経由した上で岐阜県知事に届け出る

ことにより公私連携保育法人となり、公私連携型保育所等を設置すること

ができる。（瑞穂市の公私連携法人の指定及び瑞穂市との協定の締結を要

する。） 

６ 募集を行う土地の要件 

（１）土地概要 

 ア 所 在 地 瑞穂市馬場上光町２丁目１０７番地の一部 

（馬場公園内） 

  イ 面  積 約２，０００㎡ 

  ウ 用途地域等 

   ・用地地域：第１種低層住居専用地域 

   ・建ぺい率：５０％ 

   ・容 積 率：８０％ 

   ・接道条件：西側市道 

 （２）土地条件（都市公園の占用の許可） 

   ・馬場公園は、市が所有する都市公園であることから、保育法人は市に

占用許可及び占用料の免除申請等の手続きを行うものとする。 

   ・都市公園内のため、施設の整備等を行う場合は、関係各課と協議し、 

法令や制限等に適切に対応すること。 

   ・保育施設の整備・運営にあたり、公園管理者や関係各課の指示に従い、 

近隣住民等の意見や要望に対して誠実に対応すること。 

   ・公園利用者の安全確保及び近隣の交通安全対策を行うこと。 

   ・当該土地内に、送迎用駐車場及び駐輪場を設けること。設置にあたっ 



 

ては、保育所定員や周辺の道路交通状況等を考慮し、安全に十分配慮 

した台数とすること。 

   ・建物の外観は公園施設や周辺施設と調和するものとすることに努める 

こと。 

   ・建物の屋上緑化や壁面緑化、敷地内緑化に取り組むこと。 

   ・地域貢献・維持管理活動（公園内の清掃や花壇整備など）に積極的に 

取り組むこと。 

   ・計画内容については、地域住民に対して十分に説明を行うこと。また、 

工事中の安全対策等についても周知するとともに、次の事項について公 

園管理者や関係各者の指示に従うこと。 

〇公園利用者の安全な動線の確保と交通安全対策 

〇工事車両の搬出入経路 

〇工事騒音や振動 

   ・公園施設等を破損した場合には、保育法人の費用負担により現状回復す 

ること。 

・電気等のインフラは、事業者が各企業と調整のうえ、引込工事を行うこ 

と。 

   ・地下埋設物や地中障害物が発見された場合は、公園管理者と協議のう 

え、調査・撤去等を保育法人の費用負担により行うこと。 

   ・当該土地と公園区域との境界に柵等を設けるなど安全対策を講じるこ 

と。 

   ・保育法人が建築した建物について、自己名義のみで所有権の登記をす 

ることは妨げないが、第三者に転貸・転売・譲渡等名目の如何に関わ 

らず、所有権を移転することはできないものとする。また、抵当権、

根抵当権等名目の如何に関わらず、担保権を設定することはできない

ものとする。 

   ・運営にあたり、占用許可区域外を無断で占用使用することはできない 

ものとする（但し、一般利用者として使用することは差し支えない）。 

 （３）占用の期間 



 

   ・都市公園法施行令第１４条第１号の規定により、都市公園の占用の期 

間は最長１０年を超えない範囲とする。なお、この期間は更新するこ 

とを妨げないが、その場合においても、同様に１０年を超えることが 

できない。 

７ 保育事業等の開始予定年月日 

令和９年４月１日からとする。 

８ 財産の取り扱い等  

（１）土地 

市が指定する公私連携型保育所等を建設する土地について、児童福祉法第

５６条の８第２項第４号の規定に基づく期間内は無償による占用を前提と

する。 

（２）消耗品等  

消耗品は、保育法人が用意する。 

公私連携型保育所等は、民設民営の施設となるため、施設型給付費（公定

価格）が支給されるので、建築工事及び他機関への申請・施設の維持・修

繕等についても公私連携保育法人の費用で行うこと 

９ 保育事業等 

（１）瑞穂市の子ども・子育て支援行政を理解し、市民の就学前教育・保育

ニーズに応じて、次の地域子育て支援事業等を実施すること 

 ア：０歳児から５歳児までの保育を実施し、認可定員は１００名（満３歳

未満児３０名程度、満３歳以上児７０名程度）規模 

イ：早朝保育（午前７時３０分から）・延長保育（午後７時まで） 

ウ：土曜日の全日保育 

エ：一時預かり事業（「公私連携保育所型認定こども園」とする場合は、

一般型及び幼稚園型） 

オ：地域子育て支援拠点事業を実施し、乳幼児のいる子育て中の親子の交

流や育児相談、情報提供等を実施するとともに、継続的に年齢を問わず

多くの世代との交流を図り、伝統文化や習慣・行事の実施等、地域と触

れ合う機会を持つことのできる運営を行うこと 



 

カ：災害時における避難所に係る事業 

キ：自園調理 

（２）定期的に第三者による評価を受けて、その結果を公表すること 

（３）職員の配置は、次によること 

ア：公私連携型保育所等の施設長は、児童福祉施設において主任保育士又

はこれに相当する職として３年以上の勤務実績を有すること 

イ：保育士の構成は、年齢のバランスに配慮するとともに、保育士実務経

験３年以上の者が概ね３分の１以上含まれていること 

１０ 募集等 

（１）募集期間  

令和７年１月６日（月）から令和７年１月３１日（金）まで 

※「瑞穂市公私連携保育法人指定申請書」及び添付書類一式を瑞穂市教育

委員会幼児教育課(電話０５８－３２７－２１４７、〒５０１－０３９２ 

岐阜県瑞穂市宮田３００番地２)まで提出すること  

※土・日・祝日を除く平日 午前９時～午後５時  

※本要項に質問がある場合は、別紙「質問票」により令和７年１月１５日

（水)午後５時までに、幼児教育課へ提出すること。回答は市公式ホームペ

ージ上で行います。  

（２）現地見学（特段の期間の定め無し）  

直接現地を訪れ、公園利用者等の妨げにならないよう見学すること。 

（３）保育法人の審査等  

ア：書類審査  

幼児教育課において、応募条件の適否等について書類審査を行います。

書類審査により、保育法人の現況が２、３及び４の要件を満たしていない

場合は、プレゼンテーション審査に付さないこととし、その旨を当該保育

法人に対し通知する。  

このほか、瑞穂市公私連携保育法人選考等委員会（以下「委員会」とい

う。）より追加で審査書類の提出を求める場合があります。 

イ：プレゼンテーション審査  



 

審査の方法：保育法人よるプレゼンテーション（以下「プレゼン」とい

う。）を「瑞穂市公私連携保育所等選定基準」に基づき審査する。 

審査の時期：３月上旬に実施する。（応募保育法人に後日連絡）  

審査機関：委員会にて審査する。  

※プレゼン時間は２０分程度を想定しています。詳細については後日、

文書により通知する。説明者は２人以内とすること。  

審査結果：文書により通知するとともに市公式ホームページにて公表す

る。 

※審査内容及び選考結果等に関する異議には応じません。  

ウ：その他 

「瑞穂市公私連携保育所等選定基準」の評価項目の説明を全て行ってい

ただきます。説明後に質疑応答の時間を設けます。 

パワーポイントを使用してのプレゼンで液晶プロジェクター、スクリー

ン等が必要となる場合には、事前に幼児教育課と打ち合わせをしてくださ

い。 

プレゼン資料については、プレゼンの５日前までに委員会委員へ配布す

る予定のため、事前提出となります。 

１１ 公私連携保育法人予定者 

前記１０（３）イ：プレゼンで第１順位と選定された保育法人は、再度、

市と細部まで協議を行い、協議成立後に、仮協定を締結し、公私連携保育法

人予定者となります。協議が成立しない場合や辞退があった場合は、第２順

位の保育法人と協議を行います。  

※プレゼンの内容は、仮協定締結事項の前提となりますが決定ではありま

せん。瑞穂市の意向等により、変更となる場合があります。  

＜（仮）協定締結事項＞  

①協定の目的となる公私連携型保育所等の名称及び所在地  

②公私連携型保育所等における教育・保育・子育て支援事業に関する基

本的事項 

③市による必要な設備の貸付け、譲渡その他の協力に関する基本的事項  



 

④協定の有効期間 

⑤協定に違反した場合の措置（改善計画等） 

⑥その他公私連携型保育所等の設置及び運営に関し必要な事項  

１２ 公私連携保育法人の指定（令和８年度中を予定）  

公私連携保育法人は、土地の無償による占用、必要な条例改正などの議会

付議事項の議決後、正式な協定を締結し、その後に公私連携保育法人として

指定する。  

公私連携保育法人は、令和９年４月１日からの公私連携型保育所等運営開

始までに定款の変更、各種必要な県への届出などを適正に処理すること。  

１３ 協定の有効期間、協定の特約事項 

（１）協定期間  

当初の協定期間は１０年とする。 

その後の協定期間については、協議の上決定する。 

（運営上の支障がない限り、引き続き継続していくことを前提） 

（２）協定に違反した場合は、市の指導に従うこと 

１４ 公立保育施設との連携 

  公私連携保育法人は、公立保育施設の教育・保育の内容及び運営業務との

連携を図るため、令和７年度を協議期間とし、令和８年度は公立保育施設の

行事等に参加して連携を図るものとする。 

１５ その他 

この要項に定めのない事項又は疑義が生じた場合は、別途協議する。 

 



公私連携型保育所等選定基準 

 区分 審査・評価項目 

法 

人 

運 

営 

法人の概要 
①法人概要、沿革、保育所運営経験 

②理念、応募の動機・理由 

法人の経営状況 
①法人の経営状況、将来性 

②法人の第三者評価についての考え方 

保 

育 

所 

等 

の 

組 

織 

・ 

体 

制 

全体計画 

①基本理念、保育所の種類、定員等 

②教育・保育方針 

③開園日・開園時間 

④組織計画 

収支計画 
①収支予算計画 

②保育料以外の費用徴収 

保育士等の配置 ①保育士等配置、人材育成の考え方（人数、経験年数等） 

安全対策・危機管理

体制 
①安全対策・危機管理体制 

教 

育 

・ 

保 

育 

等 

の 

提 

供 

内 

容 

教育・保育内容 ①教育・保育計画の概要 

支援を必要とする子

どもへの対応 

①障がいのある子どもへの配慮及びその保護者への対応 

②アレルギー症状のある子どもへの配慮及びその保護者

への対応 

③虐待の疑いにより支援が必要な子どもへの配慮及びそ

の保護者への対応 

④その他支援を要する子どもへの配慮及びその保護者へ

の対応 

給食 
①給食提供の方法 

②食育計画 

子育て支援 
①地域の子育て支援 

②地域との連携・交流 

公私連携型保育所等

として配慮する点 

①保護者との連携 

②小学校との接続 

③特色ある取り組みや提案 

④施設整備計画 

公

園

内

保

育

所 

都市公園の魅力の向

上・機能の増進 

①建物や敷地内の緑化 

②都市公園の機能の増進 

③地域貢献・維持管理活動 



 

 

（参考）        市内公立保育所の現状 

入園児 １０か月から５歳児（一部３歳以上児のみ） 

基本保育時間 ８時００分 ～ １６時００分 

開設時間 

（最大） 

７時３０分 ～ １９時００分 

※延長保育（１８時３０分～１９時） 

保育日 月曜日～金曜日 ・ 土曜日（但し８時～１２時） 

休業日 日曜日・祝日・振替休日・年始年末（12 月 29 日～１月３日） 

諸費用 

（R7.4.1～） 

保険料負担金 ２６０円／年額 

主食代（３歳以上児）       １，０１０円程度／月 

副食代（ 〃 通常）       ４，９５０円程度／月 

〃 （ 〃 １７時以降利用有り）６，０５０円程度／月 

保護者会費 １００円程度／月 

保育用品代 スモック（３歳以上児のみ）３，８００円程度 

カラー帽子 ９００円程度 

○生津小学校区未就学児の推移          ※各年 4 月末日基準 

（単位：人） 

 
Ｈ３１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

５歳 ６９ ５６ ５８ ６７ ５５ ５２ 

４歳 ５９ ５６ ７２ ５７ ４９ ５２ 

３歳 ６０ ６９ ５５ ５０ ５８ ４２ 

２歳 ７０ ５２ ５３ ６４ ４３ ５６ 

１歳 ５８ ５５ ６４ ４９ ５８ ４９ 

０歳 ６０ ７１ ４８ ６２ ５４ ４１ 

合 計 ３７６ ３５９ ３５０ ３４９ ３１７ ２９２ 

○新設保育所の地番・面積等 

所在 地番 地目 面積 

瑞穂市馬場上光町２丁目 107 の一部 公園 約 2,000 ㎡ 

 

 

  



 

位置図 

 

 

 

  


